
 

 

 

・「市町村子ども・子育て支援事業計画」 

作成時の利用希望などの把握について 
   

・高知市子ども・子育て支援事業計画にかかる 

  ニーズ調査について 
 

資料資料資料資料５５５５    



 

 

    
○ 市町村子ども・子育て支援事業計画には、計画期間（５年間）について「量の見込み」

と「確保の内容」・「実施時期」を記載 

 

○ 「量の見込み」は、「現在の利用状況」＋「今後の利用希望」を踏まえて設定。 

⇒「今後の利用希望」を把握するためには、住民に対する利用希望の調査が必要。 

 

○ 昨年８月に成立した子ども・子育て支援法において、 

・ 子どもの数、子どもの保護者の特定教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援 

事業の利用に関する意向などを勘案して作成 

・ 子ども及びその保護者の置かれている環境その他の事情を正確に把握した上で、 

これらの事情を勘案して作成するように努めるものする 

ことを法定し、市町村による住民の利用希望などの把握を明記。 

   ⇒子ども・子育て支援新制度では、住民の利用希望の把握の必要性が高い。 

              
＜子ども・子育て支援法第６１条（抄）＞ 

１ 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な 

実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

４ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育提供区域における子どもの数、子どもの保護者の特定教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援 

事業の利用に関する意向その他の事情を勘案して作成しなければならない。 

５ 市町村は、教育・保育提供区域における子ども及びその保護者の置かれている環境その他の事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、 

市町村子ども・子育て支援事業計画を作成するよう努めるものとする。 

    

1111．．．．制度上制度上制度上制度上のののの位置付位置付位置付位置付けけけけ 
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2222．．．．利用希望利用希望利用希望利用希望などのなどのなどのなどの把握把握把握把握にかかるにかかるにかかるにかかる考考考考ええええ方方方方についてについてについてについて 

 

（１）利用希望の把握の主体 

 ○新制度の実施主体たる市町村が、具体的な内容を決定。 

  ※利用希望の把握の実施時期、実施方法など 

 ○国は、新制度の趣旨に照らし、下記を実施。 

  ①各市町村の事業計画に「量の見込み」が適切に設定されるよう、利用希望の把握 

方法のひな形を提示。⇒各市町村は、ひな形を踏まえて具体的な内容を決定。 

  ②各市町村が作成する事業計画において設定される「量の見込み」について、「現在 

の利用状況」＋「今後の利用希望」を踏まえて設定することを、国の基本指針に規定。 

 

（２）利用希望の把握方法 

 ①対象年齢 

  ○新制度は、「幼児期の学校教育」・「保育」・「地域の子育て支援」の３本柱。 

   ・「幼児期の学校教育」・「保育」 → 対象年齢は就学前の子ども（０～５歳） 

   ・「地域の子育て支援」 → 対象年齢は、放課後児童クラブ（小学生）を除き、 

概ね就学前の子ども（０～５歳） 

   →利用希望の把握は、就学前の子ども（０～５歳）を主たる対象としてはどうか。 

※放課後児童クラブについては、自治体の調査・集計負担を軽減する観点から、利用

希望の把握の対象は、５歳以上の就学前の子どもを基本とするが、地域の実情を踏

まえ、自治体の判断で現在の利用児童について高学年の利用希望を別途把握。 
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 ②把握方法 

  ・対象年齢の子どもがいる世帯へのアンケート調査。（→抽出調査が基本） 

  ・具体的な抽出方法は、各市町村において設定。 

 

 ③把握する具体的な項目 

  １）利用希望を把握する事業の区分・・・就学前の子ども（０～５歳） 

    ・「幼児期の学校教育」・「保育」 → 定期的な利用が主。 

      （例：月～金又は土の利用で１日○時間／月・水・金・土の利用で月△時間 など） 

     ・「地域の子育て支援」 → その都度の利用が主。 

      （例：地域子育て支援拠点事業を週□日程度利用 など） 

     →「幼児期の学校教育」・「保育」と「地域の子育て支援」とでは、利用実態・希

望に差があることから、「定期的に利用する事業」、「その都度の不定期で利

用する事業」の大きく２グループに分けて項目を整理。 

 

 ★「幼児期の学校教育」に含まれる事業・・・幼稚園、認定こども園（標準時間） 

※幼稚園における「預かり保育」については、利用の有無や利用状況を区別して把握 

★「保育」に含まれる事業・・・認可保育所、認定こども園（長時間利用）、家庭的保育、居宅訪問型 

保育、事業所内保育、自治体が独自に認証・認定した保育施設、 

その他の認可外保育施設 など 

☆ 「地域の子育て支援」に含まれる事業・・・子育て短期支援事業、地域子育て支援拠点事業、 

一時預かり事業、病児・病後児保育事業、 

ファミリー・サポート・センター事業 など 
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   ２）各区分に応じて「現在の利用状況」＋「今後の利用希望」を把握。 

     → 現在の利用状況のまま／現在利用している事業について利用頻度を変更 

したい／現在は利用していないが今後は利用したい  など 

     ※一歳まで育児休業を取得できた場合の利用開始の希望時期を併せて把握。 

 

３）「保育」は就労状況によって利用可否が変わる 

※新制度では保育の必要性の認定は保護者の就労が主たる要件。 

     → 今後の就労希望を調査。 

       就労を希望する時期や就労形態等について複数の選択肢を付して聞く。 
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○○○○制度上制度上制度上制度上のののの位置付位置付位置付位置付けけけけ    

 ・子ども・子育て支援事業計画には，計画期間（５年間）についての「量の見込み」と「確保の内容・実施時期」を記載 
 

  ・量の見込みは，「現在の利用状況」＋「今後の利用希望」を踏まえて設定 ⇒ 市民に対する利用希望の調査が必要 
 

○○○○高知市子高知市子高知市子高知市子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援支援支援支援事業計画策定事業計画策定事業計画策定事業計画策定までのまでのまでのまでの流流流流れれれれ    

    

    
 
 
  

○○○○調査調査調査調査対象対象対象対象    

 
今回今回今回今回    (参考)前回 次世代育成支援計画策定時（Ｈ21） 

対象者対象者対象者対象者    小学校就学前児童小学校就学前児童小学校就学前児童小学校就学前児童((((００００～～～～５５５５歳歳歳歳))))    ①小学校就学前児童②小学校就学児童(1～3年生) 

配布件数配布件数配布件数配布件数    ５５５５,,,,１１１１００００００００    ①２，３９４ ②１，３９９ 

回収数回収数回収数回収数（（（（回収率回収率回収率回収率））））    想定想定想定想定２２２２,,,,５５５５５５５５００００（（（（５０５０５０５０％％％％））））    １,８５３（４８.９％) 

 

○○○○スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール 

平成平成平成平成２５２５２５２５年年年年８８８８月月月月    ９９９９月月月月    １０１０１０１０月月月月    １１１１１１１１月月月月    １２１２１２１２月月月月    平成平成平成平成２６２６２６２６年年年年１１１１月月月月    ２２２２月月月月    ３３３３月月月月    

        

 

高知市子高知市子高知市子高知市子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援支援支援支援事業計画事業計画事業計画事業計画にかかるニーズにかかるニーズにかかるニーズにかかるニーズ調査調査調査調査についてについてについてについて    

H25H25H25H25．．．．7777 月月月月末末末末    
 

・国から「子ども・子育て支援

法に基づく基本指針(案)」発出 

・「ニーズ調査票(案)」提示 

 

ニーズ調査実施 
  

・12 月末頃「単純集計」を

県へ報告 

・「量の見込み」検討 

  →3月末 県へ報告 

 

 

教育・保育・子育て支援 

事業の確保方策等を検討 
 

事業計画の 

素案とりまとめ 

→県へ報告 

H26H26H26H26．．．．9999 月頃月頃月頃月頃    

 

H27H27H27H27．．．．3333 月頃月頃月頃月頃    
 

事業計画事業計画事業計画事業計画確定確定確定確定    

→県へ提出 

 

パブリック 
コメント 

H25H25H25H25....12121212～～～～H26.H26.H26.H26.3333 月月月月    H26.H26.H26.H26.4444～～～～8888 月月月月    

※ 対象者は住民基本台帳から年齢別に無作為抽出（予定） 

調査項目，調査の進め方等検討 

調査委託業者選定 
調査票作成 

ニーズ調査実施 

（調査票送付→回収） 

データ入力・集計・分析 

量の見込み検討 

報告書作成 

H25H25H25H25.10.10.10.10 月月月月    

子ども・子育

て支援会議 

子ども・子育

て支援会議 

ニーズ調査 

５ 


